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概要：本稿では，マルチプロダクトライン開発のための反復型プロセスモデルと管理方法を提案する．プロダクトラ
イン開発では，製品系列の多様性に対処すべく，可変性を備えたコア資産を構築するドメイン開発と，個別製品を導
出するアプリケーション開発に問題領域を分割している．しかし，多重化したアプリケーション開発の多様性に対処

した開発モデルと管理方法はなく，納期リスクが生じ得る．提案するプロセスモデルは，アプリケーション開発の反
復性に着目して再利用可能なプロセス資産を構築する．プロセス資産を再利用してポートフォリオ計画と製品開発計
画を立案し，開発をコントロールする方法を提案する．提案方法を自動車ソフトウェアのマルチプロダクトライン開

発に適用し，マルチプロダクトラインの複雑性軽減効果と，管理性向上効果により提案方法の有効性を確認した． 
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1. はじめに 

 自動車ソフトウェア開発において，多様な要求を効率的

に対応するために SPLE（ソフトウェアプロダクトライン

開発）が導入されている[12][23]．SPLE は同種同系列のソ

フトウェア製品の多様性を吸収し，製品系列を量産するた

めのアプローチである[6][14][19]． 

SPLE ではドメイン開発とアプリケーション開発に問題

領域を分割して多様性に対処する．ドメイン開発では，製

品系列における共通性と可変性を分析してコア資産を構築

する．アプリケーション開発ではコア資産から個別製品を

導出する．SPLE に向けて，著者らはコア製品開発チーム

（以下、コアチーム）と派生製品開発チーム（以下、派生

チーム）で開発を分担している（図 1）． 

コアチームでは，共通性と可変性を分析しながらコア資

産をコアプロダクトラインとして開発し，いくつかのコア

製品をリリースする．派生チームではコア資産からアプリ

ケーションを導出して派生製品を数多くリリースする．コ

ア資産が世代交代するときには，一部のコア資産を派生チ

ームに委譲し，派生プロダクトラインとして維持する． 

派生チームにおける製品開発は，製品当たりの開発規模

は小さいが，並行開発する製品数が多い．並行開発数が増

加すると，複数のプロダクトラインを並行して開発するよ

う進化していく[1]．本稿では，これをマルチプロダクトラ

インと呼ぶ．マルチプロダクトラインでは通常の SPLE よ

りも開発管理が複雑化する．しかし，マルチプロダクトラ

インの多様性を効果的に吸収して開発，管理する方法は確
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立されていない．特に多様な製品開発の生産性と開発量の

見積りは困難で，納期リスクが発生する． 

本稿では，SPLEの本質的特性である反復性に着目して，

マルチプロダクトライン開発のための反復型プロセスモデ

ルと管理方法を提案する．本方法では，アプリケーション

開発において再利用可能なプロセス資産を定義し，プロセ

ス資産を再利用しながらポートフォリオ計画とプロダクト

計画を立案し，開発をコントロールする．本開発方法を自

動車ソフトウェアのマルチプロダクトライン開発に適用し，

マルチプロダクトラインの複雑性軽減効果と管理性向上効

果により提案方法の有効性を確認した． 

2. 関連研究 

2.1 SPLE（ソフトウェアプロダクトライン開発） 

SPLE は，同種同系列のソフトウェア製品の多様性を吸

収し，製品系列を量産するためのアプローチである

[6][8][19]．SPLE ではドメイン開発とアプリケーション開

発に問題領域を分割して多様性に対処する．ドメイン開発

は，製品系列における共通性と可変性を分析してコア資産

 

図 1 コア製品開発と派生製品開発 

Fig. 1 Core Product Development and Derivative Product Development 
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を構築する．アプリケーション開発はコア資産から個別製

品を導出する． 

コア資産にはアプリケーションを構築するプロセスを

蓄積したプロセス資産も含まれる[11]．しかし，アプリケ

ーション開発における多様性に着目した，効率的なプロセ

ス資産の運用は確立されていない． 

また，SPLE におけるポートフォリオ管理の研究は尐な

く[20][21]，個々のアプリケーション開発の管理を連携する

方法も未確立である． 

2.2 ソフトウェア開発における見積りと実績の関係性 

ソフトウェア開発の成功には，正確性の高い開発計画が

必要である．しかし，任意の開発が完了する見積もりと実

績は確率的であり，不確実性が高い[4][5][16]．ソフトウェ

ア開発における計画とコントロール，過去の実績の再利用

には，見積りと実績の確率分布を考慮すべきである． 

2.3 生産管理における工程能力の測定とコントロール 

生産管理では，工程能力を定義し，それを測定してコン

トロールしている[10][13][24]．工程能力とは，工程が一定

期間，統計的管理状態であるときの能力をいう．この能力

の量に着目した特性を工程許容量と呼ぶ．ソフトウェアの

開発量を生産管理と同様に測定しコントロールする場合，

“一定期間”，“統計的管理状態”を維持できるよう測定対

象と測定範囲を定めることが重要となる． 

2.4 Agile開発 

XP，Scrum に代表される Agile 開発では，開発フィーチ

ャに着目してストーリと名付け，ストーリの開発規模を相

対的に見積もったストーリポイントで管理する方法を採用

している[2][15][22]．また，ストーリをタイムボックスで

反復開発して生産性をコントロールし，計測した生産性を

計画にフィードバックする[5][14]．測定された生産性を元

に，複数プロジェクトを統括してポートフォリオ管理する

方法も提案されている[14]．しかし，短期間で複数の開発

が並行する場合の有効策としては提案されていない． 

2.5 APLE（Agileプロダクトライン開発） 

APLEは SPLEと Agile開発を様々な方法で統合する研究

分野である[7][9][18]．これらのアプローチは，2 つの方法

論の利点の協調を目指す．例えば，製品進化の各段階にお

いて 2 つの開発方法を選択的に切り替える方法が提案され

ている[9]．また，SPLE のドメイン開発において顧客を巻

き込む方法も提案されている[18]．しかし，SPLE のアプリ

ケーション開発において，マルチプロダクトラインの開発

を統括管理する方法としての組合せは提案されていない． 

3. プロセスの資産化 

本稿のアプローチは，SPLE のアプリケーション開発に

おけるプロセス資産の反復性に着目する．本章では，プロ

セスが反復性を備える理由と，プロセス資産の概念を示す． 

3.1 プロセスの反復性 

コア資産を基にしたアプリケーション開発は複数回実

行される．アプリケーション開発の前提となるドメイン開

発では，製品系列に対する可変性の分析に基づいて，可変

点を特定する．コア資産は，変異体を部分的に実装して開

発される[19]．アプリケーション開発では，コア資産を再

利用して，未実装の変異体を補完するか，各可変点の変異

体を固定して個々のアプリケーションを導出する．各アプ

リケーション導出では，同一の可変点を対象に同一のプロ

セスを実行する．したがって，アプリケーションごとの可

変点を実装するプロセスは反復性を備える． 

3.2 プロセス資産の概念 

図 2 にプロセス資産の概念を示す．SPLE の可変性を分

類し，類似の可変性に対してはプロセスが反復可能である

ことに着目している．この結果，プロセス資産として蓄積

するために，以下 3 つのプロセスパターンを特定した． 

(1) プロセスパターン 1：アプリケーション導出時に，反

復して同一の変異体（V1）を固定するプロセス（P1）． 

(2) プロセスパターン 2：対象とする可変点や変異体は異

なる（V2，V3）が，分析対象や試験方法が異なるだ

けで，類似の作業内容や作業規模であるプロセス群

（P2，P2-1，P2-2）． 

(3) プロセスパターン 3：コア資産が開発ライフサイクル

の中で成長することで新たな可変点（Vx）が生じる．

これに対応して，アプリケーション開発の反復の中

で，新たに実行されるプロセス（Px）． 

これらのプロセスは反復性を備えるため，プロセス資産

として蓄積することで再利用可能となる． 

4. 反復型プロダクトライン開発モデル 

4.1 開発モデル 

図 3に提案する反復型プロダクトライン開発モデルを示

す．本開発モデルは，SPLE におけるアプリケーション開

発を対象とする．アプリケーション開発は，プロダクト開

発とプロダクトラインポートフォリオ管理から構成される． 

 

図 2 反復性のあるプロセス資産 

Fig. 2 Iterative Process Asset 
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プロダクト開発では個々のアプリケーションを導出す

る．プロセス資産定義，プロダクト計画，プロダクト構築

の 3 つのアクティビティから構成される．ここで生成され

るプロダクト 1…N は，SPLE におけるアプリケーション

1…N と同義である．開発領域としてのアプリケーション開

発と，個々のアプリケーション導出であるアプリケーショ

ン開発を区別するため，後者をプロダクト開発と呼ぶ． 

プロダクトラインポートフォリオ管理は，プロダクト開

発を統括する．ポートフォリオ計画，ポートフォリオコン

トロールの 2 つのアクティビティから構成される． 

本開発モデルの各アクティビティを以下に示す． 

4.2 プロセス資産の定義 

プロセス資産のモデルを図 4 に示す．プロセス資産は，

1 つ以上のプロセスユニット，或いはプロセスユニット群

で構成される．本節では，プロセスユニットとプロセスユ

ニット群の定義とプロセス資産定義アクティビティを示す． 

4.2.1 プロセスユニット 

プロセスユニットはプロダクト構築で反復実行される

プロセスである．プロセスユニットは，ユニット名，プロ

セス定義，プロセス成果物，見積り規模から構成される． 

見積り規模は，プロセスユニットの開発規模である．

Agile 開発のストーリポイント[2][15][22]と同様にポイント

で表現する．プロダクト計画時に，過去の見積り結果とし

て参照する．プロセスユニットを登録するときには実績が

ないため，プロダクト計画時に他のプロセスユニットと相

対的に見積りを比較して決定する． 

4.2.2 プロセスユニット群 

プロセスユニット群は，作業内容や作業規模が類似した

プロセスユニットへの関連である．プロセスユニット群は，

分類名と 1 つ以上のプロセスユニットから構成される． 

4.2.3 プロセス資産定義アクティビティ 

プロセス資産定義アクティビティは，プロダクト開発の

計画と同時に実行する．プロダクト開発の計画において，

開発プロセスを設計するために，蓄積したプロセス資産を

参照しながら，プロセス資産を登録更新する．表 1に，プ

ロセスユニットの例を示す． 

(1) プロセスユニットの新規登録 

プロセスユニット，あるいはプロセスユニット群を新

規登録する．プロセスユニットは可変点に着目して作成

する．プロダクト開発で管理しやすい粒度であることが

望ましく，要求開発（#1），設計（#3，#4，#5，#6），実

装，試験などのプロセス単位に分割する． 

(2) プロセスユニット群の関連付け 

可変点に変異体を追加するプロセスユニットを定義

するとき，同様の作業手順や作業規模となるプロセスユ

ニットが存在する場合は，プロセスユニット群を定義し

て関連付ける（#4，#5，#6）． 

(3) 反復未定プロセスユニットの登録 

特定のプロダクト開発のための調査など，プロダクト

開発ごとに反復される予定のないプロセスも設計され

る．これらのプロセスは，今後反復される可能性は低く

ても，その他のプロセスユニットの規模見積りや，将来

反復された場合の参考作業実績として参照できるよう，

プロセスユニットとして登録しておく（#2）． 

4.3 プロダクト計画 

プロダクト計画では，プロダクトバックログの作成とプ

ロセスユニットの規模見積り，開発スケジュールの策定を

実行する．図 5にプロダクト計画のモデルを示す． 

4.3.1 プロダクトバックログの作成 

プロダクトバックログの作成では，プロダクト構築で実

表 1 プロセスユニット例 

Table 1 Process Unit Sample 

# 分類名 ユニット名 概要 反復性 

1 － ノード間通信分析 
通信仕様を走査して変異体の固定
点を分析する 

あり 

2 － 特殊環境負荷試験 
定常使用ではないプロダクトの特
殊環境向けに負荷試験する 

なし 

3 － 
コンフィグレーシ
ョン 

可変分析済みの可変点リストの変
異体固定を設定する 

あり 

4 通信 
判別系 
変異体 
追加 

（設計） 

エンジン種類追加 
（設計） 

通信 X のデータからエンジン種類
の変異体を追加する 

あり 

5 
T／M種類追加 
（設計） 

通信 Y のデータからトランスミッ
ション種類の変異体を追加する 

あり 

6 
駆動方式追加 
（設計） 

通信 Z のデータから駆動方式の変
異体を追加する 

あり 

 

 

図 3 反復型プロダクトライン開発モデル 

Fig. 3 Iterative Product Line Development Model 

 

図 4 プロセス資産モデル 

Fig. 4 Process Asset Model 
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行するプロダクトバックログを作成する．プロダクトバッ

クログは，Agile 開発のプロダクトバックログ[14][15][22]

と同様に，開発アイテムのリストである．本開発モデルで

は，ストーリではなくプロセスユニットを用いてプロダク

トバックログを作成する． 

4.3.2 プロセスユニットの規模見積り 

プロセスユニットの規模見積りでは，プロセスユニット

を反復実行するときに記録された見積り規模を採用する．

初回登録時には，見積り規模が記録されていないため，他

の記録済みのプロセスユニットと相対的に規模を見積もる．

プロダクト開発自体が初めての場合は，Agile 開発と同様に

プランニングポーカー[5][22]などで規模を見積もる． 

4.3.3 開発スケジュールの策定 

プロダクトラインポートフォリオ計画では，当該プロダ

クトのプロダクトバックログの総ポイント数を基に，どの

タイムボックスで何ポイントを当該プロダクト開発に割り

当てるかを定める．プロダクト計画では，割り当てられた

ポートフォリオに従って，スケジュールを策定する． 

4.4 プロダクト構築 

プロダクト構築では，スプリントバックログの作成とタ

イムボックスコントロールを実行する．図 6にプロダクト

構築のモデルを示す． 

4.4.1 スプリントバックログの作成 

個々のタイムボックスは Agile 開発と同様にスプリント

と呼ぶ[14][15][22]．プロダクト構築ではスプリントで取り

組む開発アイテムをスプリントバックログとして作成する． 

スプリントバックログは，異なる複数のプロダクトバッ

クログを集約して作成する．ポートフォリオ計画において，

今回スプリントでどのプロダクトバックログからどれだけ

のポイントを割り当てるかが定められている．定められた

プロダクトバックログから，定められたポイントを満たす

だけ，プロセスユニットを引き出して集約する．プロダク

トの優先度もポートフォリオ計画に従う． 

4.4.2 タイムボックスコントロール 

タイムボックスコントロールでは，スプリントバックロ

グに登録されたプロセスユニットを順に実行する．タイム

ボックスのコントロールは，Scrum の方法を適用する

[5][22]．タイムボックスコントロールの目的は，プロセス

ユニットの見積り規模に対する作業実績のばらつきの吸収

である．スプリントバックログを生成するときに，開発チ

ームの稼働時間上限まで使わずバッファを設ける．バッフ

ァを設けることで，各スプリントで一定した量のプロセス

ユニットを完了するようコントロールする（図 7）． 

タイムボックスで定められた期間（1～3 週間）の開発を

完了すると，タイムボックスで完了したプロセスユニット

の見積り規模の総和が定まる．見積り規模の総和はポート

フォリオコントロールの入力とする． 

4.5 プロダクトラインポートフォリオ管理 

プロダクトポートフォリオ管理は，すべてのプロダクト

開発を統括して予算や資源を管理する．ソフトウェア開発

の費用のほとんどは，人的資源で費やされることから，人

的資源の管理を中心に述べる．ポートフォリオ管理をする

上で，工程許容量の概念を導入する．以下に，工程許容量

の定義と，ポートフォリオ計画，ポートフォリオコントロ

ールの各アクティビティについて示す． 

4.5.1 工程許容量の定義 

工程許容量は，“一定期間”，“統計的管理状態”を維持

したときの量で定められる[10][13]．統計的管理状態とは，

測定対象が何らかのばらつきがある属性を備えており，数

多くの対象の属性を測定することで，ばらつきの傾向を把

握し，ばらつきに応じて管理されている状態を指す．本開

発モデルでは，タイムボックスにより“一定期間”を定め

る．プロセスユニットの見積り規模が対象であり，規模単

位当たりの作業実績がばらつく属性である．作業実績がば

らつくことで，一定期間内に完了するプロセスユニットの

規模の総和もばらつく．タイムボックスコントロールは，

このばらつきを考慮して，一定量のプロセスユニットを完

了するようコントロールする．こうして得られた見積り規

模の消化ポイント数を工程許容量と定義し，スプリントご

とに開発チームの生産性として管理に利用する． 

 

図 5 プロダクト計画のモデル 

Fig. 5 Product Planning Model 

 

図 6 プロダクト構築のモデル 

Fig. 6 Product Build Model 

 

図 7 バッファによるばらつきの吸収 

Fig. 7 Absorption of Variability due to Buffer 
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4.5.2 ポートフォリオ計画 

ポートフォリオ計画では，いつ，何を，どれだけ開発す

るかを計画する．各プロダクト開発の規模見積りとマイル

ストーン，ポートフォリオコントロールから入力される工

程許容量を入力情報とする．これらの入力を基に，この先

のどのスプリントで，どのプロダクトのプロセスユニット

を，何ポイント分実行するかを定める． 

ポートフォリオ計画において，工程許容量を超えるスプ

リントを検出した場合，人的資源の追加投入，プロダクト

計画の開発量低減やマイルストーンの交渉を検討する． 

ポートフォリオ計画では，プロダクトの開発が要請され

た時点で，プロダクト開発を仮見積りする．プロダクト計

画で詳細に見積もる前に，過去のプロダクト開発のポイン

ト総和を利用して，中長期の計画を立てておく． 

4.5.3 ポートフォリオコントロール 

 ポートフォリオコントロールでは，プロダクト開発にお

けるタイムボックスコントロールで得られた消化ポイント

から工程許容量を算出し，プロダクト開発を統括した進捗

を監視し，改善活動を立案・実行する． 

 消化ポイントと工程許容量を併せて，ポートフォリオ計

画に沿っているかの進捗を監視し，この先のポートフォリ

オ計画を見直す．工程許容量の推移としての変化が大きい

場合，タイムボックスで実行できるプロセスユニットの量

が変化しているため，計画の見直しが必要となる． 

ポートフォリオコントロールでは，工程許容量，すなわ

ち生産性が高く安定することを目指して，開発チームのプ

ロセスを改善するための施策を検討する．目的は，生産性

を高めることと，生産性を安定させて開発計画の見通しの

正確性を高めることである． 

5. 自動車ソフトウェア車両展開開発への適用 

マルチプロダクトライン開発のための反復型プロセス

モデルを，自動車ソフトウェアの車両展開開発に適用した．

車両展開開発は，コア製品を派生開発して多様な車両に展

開していく開発である．著者の一人は車両展開開発の開発

チームリーダとして開発に参加している． 

5.1 開発の背景と課題 

自動車ソフトウェアの開発組織とプロダクトライン，製

品リリースの流れを図 8に示す．同一製品系列を 2 つの組

織で分担開発している．SPLE におけるドメイン開発を主

として担うコア製品開発チームと，アプリケーション開発

を担う車両展開開発チームである． 

コア製品開発チームは，コア資産（コアプロダクトライ

ン）を開発し，可変点を決定する．アプリケーションとし

ていくつかのコア製品（Product A，B，E）を開発する． 

車両展開開発チームは，コア資産から派生製品（Product 

C，D）を導出する．アーキテクチャの変更を伴う大きな変

更があった場合，製品系列を保守するために，コア製品開

発チームから車両展開開発チームにコア資産を委譲する．

車両展開開発チームは，委譲されたコア資産（派生プロダ

クトライン）を進化させて，派生製品（Product F，H，I）

を継続してリリースする． 

コア製品開発チームは，次世代のコア資産を進化させて

コア製品（Product G）をリリースする．車両開発フェーズ

によっては，プロトタイプ開発が必要となる．コア資産が

安定していない場合，プロトタイプ（Product H V1，H V2）

は車両展開開発チームで開発する．再利用可能な開発資産

は，コア製品開発チームによってコア資産へ取り込まれる． 

このような開発形態においては，多くの派生製品をマル

チプロダクトラインを利用して車両展開開発チームで並行

的に開発，管理する方法が課題となる． 

5.2 適用期間と対象プロジェクト数 

車両展開開発チームにおいて，本稿で提案したプロセス

モデルと管理方法を適用した． 

 

図 8 自動車ソフトウェア開発の開発組織と製品リリース 

Fig. 8 Development Organization of Automotive Software Development and Product Release 
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適用期間は，2015 年 7 月～2016 年 4 月の 10 か月間であ

る．1 スプリントは 2 週間としており，期間中に 22 スプリ

ントを実行している．チームメンバは 3 スプリント目以降

で増員しており，その後の人員の変動はない．期間中に 11

のプロジェクトに取り組んだ．これらのプロジェクトで適

用して得られたデータで本方法の有効性を評価した． 

6. 評価 

6.1 評価方法 

提案する開発モデルの効果を以下観点で評価した． 

(1) プロセスユニットの反復性 

(2) マルチプロダクトラインの複雑性軽減 

(3) プロセス資産の規模見積りによる管理性 

評価データは，開発リーダとして開発に参加した著者の

一人が，車両開発の実プロジェクトで収集した結果に基づ

く．(1)は本開発モデル提案の前提条件の検証であり，(2)，

(3)は本開発モデルによる効果の検証に位置づく． 

6.2 プロセスユニットの反復性の評価 

試行した 11 のプロジェクトで実行されたプロセスユニ

ットについて，プロセスユニット群として反復した回数の

統計を図 9に示す．本プロジェクトでは，プロセスユニッ

トを要求開発，設計，実装，試験に分割しているため，分

類ごとに集計している． 

プロセス資産には，合計で 268 のプロセスユニットが登

録された．その内，プロセスユニット群（単体のプロセス

ユニットを含む）は 15 種あった．15 種のプロセスユニッ

トは，実行されたプロセスユニット全体の 84.7%を占めて

いる．要求開発は，プロダクトを対象に実行されるため，

プロジェクトの数が最大の反復回数となっている（A）．設

計，試験は変異体を対象に実行され，かつ対象が異なって

も類似のプロセスユニット群を反復することが多いため，

プロジェクト数を超えて反復されている（E，F，K）．実装

は変異体の固定で反復されるため，設計の反復回数よりは

尐ないが，同様にプロジェクト数を超えてプロセスユニッ

ト群が反復される結果が得られた（J）． 

15.3%のプロセスユニットは，反復を伴わない一過性の

調査や，プロトタイプ製品リリースのために派生プロダク

トラインを進化させるフィーチャ開発であった． 

車両展開開発のプロダクトライン開発において，プロセ

スユニットに反復性があることが明らかとなった． 

6.3 マルチプロダクトラインの複雑性軽減の評価 

マルチプロダクトライン開発において複雑性が軽減さ

れ，多様性に対処できるかを評価した．図 10に，プロダク

トユニットの規模総和について，プロダクト計画時の見積

りと実績の関係を示す．11 の試行プロジェクトの内，立ち

上げ時の 2 プロジェクトと，フィーチャ開発を含む 2 プロ

ジェクトを除く，7 プロジェクトを評価対象とした． 

見積りと実績を対応させた結果を線形近似すると，相関

係数が 0.8 を超えており，線形の強い相関が確認できた．

開発規模が大きくなっても，規模あたりの開発コストは一

定であった．マルチプロダクトライン開発で開発が並行し

ても，コスト変動が抑えられ，多様性に対する複雑性が軽

減されているといえる． 

6.4 マルチプロダクトライン開発管理性の評価 

マルチプロダクトライン開発の管理に本管理方法が有

効であるかを確認するため，開発の安定性と見積りの正確

性を評価した． 

6.4.1 開発の安定性評価 

開発管理の容易性の指標として開発量の予測可能性が

ある．予測可能性を評価する代替特性として，開発の安定

性を次のように定義して評価する． 

提案した開発モデルでは，タイムボックスによって開発

をコントロールする．各スプリントで消化されるプロセス

ユニットの見積り規模の総ポイント数の変化が一定であれ

ば，工程許容量の変化が一定となる．工程許容量の変動が

尐ないことを，開発が安定している状態であるとする． 

 スプリントごとの消化ポイントの推移を図 12に示す．赤

線は，7 スプリントごとの移動平均であり，工程許容量を

示す．工程許容量が計算できる第 7 スプリント以降におい

て，工程許容量の変化率が 20%以内である場合を，変動が

尐なく開発が安定しているとする．図 13に工程許容量の変

化率の推移を示す．第 8～第 22 スプリントの 15 スプリン

トすべてが変化率 20%に収まっていた．その内，11 のスプ

リントは変化率 10%に収まっていた．変化率が 10%を上回

 

図 9 プロセスユニットの反復回数の統計 

Fig. 9 Statistics of the Number of Iterations of the Process Unit 

 

図 10 プロダクト計画の見積りと実績の関係 

Fig. 10 Relationship between Estimates and Results of Product Plan 
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る 4 スプリントの要因は以下である． 

(1) 長期連休で稼働日が尐数のスプリントを含む [1 回] 

(2) フィーチャ開発など反復性のないプロセスユニット

が多いスプリントを含む [2 回] 

(3) 計画外プロセスが発生したスプリントを含む [1 回] 

これらの要因を除くことで，開発の反復性が高くなると

開発の安定性が高くなることが明らかになった． 

6.4.2 見積りの正確性の評価 

開発管理の容易性の指標として開発量の予測可能性が

ある．開発量の予測可能性を計画時の開発規模の見積りと

実績の比較として評価した． 

ポートフォリオ計画，プロダクト計画での規模見積りと，

プロジェクト完了時の実績の比較を図 11 に示す．対象は

6.3 と同様であるが，開発中に顧客要因で要求が変化した

プロジェクトを除外し，6 プロジェクトで評価した． 

反復を重ねるごとに，プロジェクトの実績規模が減尐し

た．これは，プロダクト開発が反復されることで，開発へ

の経験不足で実施したムダな作業が省かれていったことと，

開発要員が作業に習熟したことで，作業が効率化されプロ

セス規模が縮小されたことによる． 

尚，ポートフォリオ計画とプロダクト計画では，プロダ

クト計画の方が正確性が高い．誤差率が増加したプロジェ

クトがあるが，その後は減尐した．ポートフォリオ計画で

はおおむね誤差率が 30%以下，プロダクト計画では誤差率

が 15%以下であった．見積り誤差は初期のプロダクト定義

において 60%，承認されたプロダクト定義において 25%と

いうデータ[5]と比較して，高い正確性が得られた． 

7. 考察 

7.1 プロセスユニットの反復性 

SPLE では，ドメイン開発で適切に可変点が分析されて

いれば，アプリケーション開発での，可変点やフィーチャ

の追加開発の発生は尐ない．プロダクト構築において反復

したプロセスユニットは，主に変異体の固定，もしくは変

異体の追加開発であった．変異体の追加開発は，可変点が

異なっても手順や規模の差異は小さかった．かつ，あるプ

ロダクト構築で変異体が追加されると，その後のプロダク

ト構築では変異体を追加する割合が減り，変異体を固定す

るプロセスユニットの割合が増えた．そのため，設計，試

験の両プロセスにおいて，反復されるプロセスユニット群

が数多く作成できたと考えられる．初期のプロダクト開発

でプロセスユニットはパターン化され，反復を重ねること

で定着していく傾向がみられた． 

7.2 マルチプロダクトラインの複雑性軽減 

本開発プロセスモデルを適用した結果，開発規模によら

ず，見積りと実績は線形性を示した．従来の開発では，開

発規模が大きくなると，指数関数的に開発コストは大きく

なる[3]．試行において強い線形性を示した（図 10）のは，

SPLE におけるアプリケーション開発の可変点同士の独立

性が影響したと考えられる． 

アプリケーション開発は，可変点に対する開発が主な活

動となる．可変点同士の依存関係が尐なくなるように適切

に設計されていれば，可変点は互いに独立して開発できる．

反対に，ドメイン開発での設計が不十分であると，複雑性

は軽減されず，従来の開発と同様に開発コストは指数関数

的に増大する可能性が高い． 

また，本試行では，ポートフォリオ計画でタイムボック

ス単位の並行開発数を抑制していた．その結果，並行開発

数増大による開発の複雑性が軽減されたと考えられる． 

7.3 マルチプロダクトライン開発管理性 

実際の開発へ適用した結果，本管理方法によるマルチプ

ロダクトライン開発の管理性は良好な結果が得られた．開

発の安定性と見積もりの正確性についてそれぞれ考察する． 

7.3.1 開発の安定性 

開発の安定性はタイムボックスコントロールと，SPLE

 

図 11 プロダクトの計画と実績の比較 

Fig. 11 Comparison of the Product of the Planned and Actual 

 

図 12 スプリントごとの消化ポイントの推移 

Fig. 12 Trends of the Digestive Point of Each Sprint 

 

図 13 工程許容量の変化率の推移 

Fig. 13 Trends of the Rate of Change of Process Capacity 
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の反復性が大きく影響している． 

プロセスユニットの見積りと実績では，実時間実績上の

ばらつきは大きい．タイムボックス化することで，各スプ

リントのバッファ消費率が変動するだけで，スプリントご

との消化ポイントは一定に保てた．その結果，規模実績に

おいては安定性の向上が得られた． 

しかし，フィーチャ開発など，反復性がなく経験もない

開発では，見積り規模に応じた時間実績の乖離が大きい．

その結果，一定のポイントを消化できないスプリントが生

じた．反復性によって相対的な規模見積りが有効に働く．

見積りと実績のばらつきが度抑えられることで，本管理方

法が有効である． 

したがって，反復性を備えない開発においては本開発モ

デルと管理方法は適さない．但し，Agile 開発のように，ス

トーリ開発で要求分析から検査までのプロセスを実行し，

ストーリ単位でプロセスを反復することで学習効果を得る

方法もある．反復性を見出して管理対象を選択することが，

管理性の向上に重要であるといえる． 

7.3.2 見積りの正確性 

SPLE における見積りの正確性は，その反復性に依存し

ている．SPLE の反復回数が増えると，開発実績が蓄積さ

れて学習が進む．しかし，開発チームの成熟度が向上する

ことで，作業の効率化やムダの削減によって開発規模の見

積りに対して実績は小さくなっていった．実績の蓄積によ

る学習に加えて，開発チームの成熟度を考慮することで，

見積りの正確性の向上が期待できる． 

7.4 APLEとの比較 

提案方法は，SPLE に Agile 開発の管理方法を組み合わせ

ている．本アプローチは APLE の研究分野に属すると言え

る．APLE のその他の開発方法との比較を考察する． 

Hansenは製品進化の各段階において 2つの開発方法を選

択的に切り替える方法を提案している[9]．本稿の方法では，

開発初期の技術力が未熟であっても，開発方法を継続的に

取り組むことで開発を安定させ，技術力を成熟させていく

ことが可能である． 

Noor は，SPLE のドメイン開発において顧客を巻き込む

方法を提案している[18]．本稿の方法では，対象を限定せ

ず，より適用場面が多い問題領域を取り扱っている． 

提案方法は，プロセス資産の利用とアプリケーション開

発における開発管理方法に着目している．SPLE で取扱い

の尐ない問題領域を補完しているため，SPLEに基づく様々

な開発方法との組み合わせも可能であると考えられる． 

8. 今後の課題 

 本稿の適用では，スプリントの消化ポイントは開発を通

して一定であった．しかし，チームの生産性は成熟度の向

上と共に上昇している．見積り粒度の粗さによって生産性

の変化が吸収されたと考えられる．適切な見積もり粒度の

算出方法と，粒度変更による管理性への影響を評価する． 

9. まとめ 

車両展開開発のプロダクトライン開発において，反復性

に着目することで，プロダクトラインの多様性に対処して

管理性を向上させるため，反復型プロセスモデルと管理方

法を提案し，自動車ソフトウェア開発の実プロジェクトに

適用した．その結果，SPLE が反復性備えており，その反

復性を利用してマルチプロダクトライン開発の複雑性を軽

減でき，開発を安定させて管理性を向上させることが可能

となった．  
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